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１　はじめに

２　中期財政計画

（１）計画策定の目的

（２）計画期間及び会計単位

　①  期間

   　　 令和２年度から令和６年度まで

　②  会計単位

   　 　普通会計（一般会計）

※ 地方財政の統計で統一的に用いる会計

　本市では、旧合併特例法による普通交付税の特例措置(合併算定替)や合併特例事業債
の発行など、国の支援措置を活用しながら、坂井市まちづくり計画(建設計画)に基づく
新しいまちづくりを計画的に進めてきました。

　しかし、社会を取り巻く環境は急速に変化を続けており、総人口減少による生産年齢
人口の減少や税制改正に伴う税収の減少、普通交付税の特例措置の終了等、これまで以
上に財源確保の厳しさ、不透明感が増すことが予想されます。

　市政運営の総合的な指針となる総合計画については、令和２年度を計画期間の始期と
する「第二次坂井市総合計画」が、市民満足度調査やテーマ別のワークショップ、また
総合計画審議会の答申等を踏まえ、地方版総合戦略と一体的に策定されます。

　厳しい財政状況の下で、市民の安全で安心な暮らしを継続的かつ安定的に提供し、総
合計画を着実に推進していくために、事業の計画性、投資効果等を十分に勘案し、優先
順位を定めながら限られた財源を重点的また効率的に配分する、戦略的な財政運営が必
要です。

  社会経済情勢の変化や国の地方財政対策等が、市の財政運営に大きな影響を与えるこ
とから、中長期的な視点で財政状況を把握し健全な財政運営を確立するために、中期財
政計画を策定しています。

　「第二次坂井市総合計画」は、まちづくり基本条例に基づき、総合的かつ計画的な市
政運営を行うため、まちづくりの方針となる基本構想の下に、北陸新幹線敦賀延伸開業
など大きな転機を迎えるなか、多面的な視点から基本的な施策の方向性を示す基本計画
が定められます。
 
  本計画は「第二次坂井市総合計画」の着実な推進にあたり、財政的見地から、計画的
かつ健全な財政運営を維持するために現状を分析し、また予定される事業計画を組み入
れながら、将来の財政収支の見通しの推計を行い、今後の予算編成や執行の指針とする
ものです。

　なお、本計画の財政収支の見通しは、現行の行財政制度に基づき試算したものであ
り、今後の経済情勢や国の政策及び制度の変更、並びに地方財政計画によっては、財政
状況が変化することが予想されます。計画策定後は、国・県の動向を的確に捉え、新た
な行政需要に対応しながら、本計画の収支見直しの修正については、柔軟に対応するも
のとします。
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（３）計画における目標

　　○ 収支均衡を保つ財政構造の維持

　 社会情勢の変化に応じ、メリハリのある将来にわたり持続可能な財政運営を

　　 行います。

・歳入確保（基金及び国・県補助金等の有効活用、税等の収納率の向上、

　  受益者負担の適正化など）

　 ・歳出削減（事務事業評価に基づく個別事業の見直し、事務の効率化と工夫

    による内部管理経費の縮減、公平性確保の観点から目的や効果

 　 等の検証による補助金の見直しなど）

　　○ 財政調整基金残高の確保　　

後年度の財政負担に備えるため、一定規模の財政調整基金の確保に努めます。

　　○ 市債残高を視野に入れた起債の運用　　

市債発行の際には、世代間の公平性、受益者負担の原則等を踏まえながら、

 借入れの是非・償還期間等を十分に検討します。

◇財政調整基金

　地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するための積立金で、長期的視野により

計画的な財政運営を行うために、財源に余裕のある年度に積立てを行い、財源不足が生じる年

度に活用するもの

◇実質公債費比率

　財政健全化法に基づく指標のひとつで、地方公共団体の標準財政規模に対する市債の返済額

(公債費)の割合を示すもので、通常、３年間の平均値を使用する。公営企業や特別会計も含め

た実質的な公債費を表すもので、公債費による財政負担の度合いを判断する指標

◇将来負担比率

　財政健全化法に基づく指標のひとつで、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財

政規模を基本とした額に対する比率であり、将来の財政を圧迫する危険度を示す指標

将来負担比率
 ※ 早期健全化基準　350％

175％以下
79.8％

6.4％
（単年度 6.2％）

実質公債費比率  ※ 18％以上：起債時に総務大臣、
    都道府県知事の許可が必要

15％以下

標準財政規模の10％以上
 ※ 標準財政規模 22,125,990千円

区　分 平成30年度決算数値

【参考】第三次坂井市行政改革大綱実施計画(H29～R3)の実施目標

目標値

財政調整基金の確保
30.4億円 (年度末残高)
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（４）財政収支の見通し

◇　歳入歳出収支の見通し
Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

（決算見込） （推計） （推計） （推計） （推計） （推計）

12,600 12,501 12,450 12,523 12,619 12,597

2,371 2,557 2,767 2,771 2,775 2,778

7,349 7,449 7,528 7,690 7,862 7,992

7,998 7,946 7,633 7,782 7,822 7,843

926 1,200 1,000 1,000 1,000 1,000

1,859 1,834 1,512 1,812 2,312 2,358

0 0 0 0 300 400

2,013 2,335 2,236 2,236 2,031 2,031

8,591 6,853 3,505 3,196 2,860 2,741

2,603 2,079 2,332 2,263 2,129 2,056

46,310 44,754 40,963 41,273 41,410 41,396

5,104 6,544 6,669 6,696 6,743 6,747

6,448 5,483 5,576 5,669 5,767 5,868

7,248 7,387 7,655 7,934 8,224 8,526

9,485 6,048 6,053 6,137 6,205 6,294

8,069 8,171 4,121 3,979 3,498 3,133

3,449 3,966 4,063 4,188 4,347 4,107

1,881 2,019 1,719 1,719 1,719 1,720

2,785 2,983 2,949 2,987 3,026 3,065

882 895 989 949 961 979

45,351 43,496 39,794 40,258 40,490 40,439

959 1,258 1,169 1,015 920 957

◇　財政指標等の推移 （単位：百万円）
Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

（決算見込） （推計） （推計） （推計） （推計） （推計）

6.5% 6.5% 6.6% 6.6% 6.7% 6.4%

107.0% 125.1% 126.5% 126.4% 120.9% 118.3%

53,623 56,742 56,396 55,595 54,278 53,063

3,043 3,044 3,045 3,046 2,747 2,348

1,137 744 644 544 244 0

951 1,421 1,621 1,621 1,621 1,621

999 1,095 1,195 1,195 1,195 1,195

479 497 515 533 551 570

6,609 6,801 7,020 6,939 6,358 5,734

※

市税

補助費等

投資的経費

合　　計

諸収入

人件費

繰出金

積立金

扶助費

形式収支

その他（維持補修費等）

まちづくり整備基金

　財政状況を踏まえ、継続的かつ安定的な行政サービスを提供し、健全な財政運営を維持して

いくため、過去の決算額や直近の予算額をベースとし、国・県補助金や市債を活用しながら実

施する投資的経費では、予定する事業費を見込みながら、また義務的経費(人件費・扶助費・公

債費)等については、次頁の推計方法により収支の見通しを作成しました。

歳
　
入

歳
　
出

（単位：百万円）

物件費

公債費

譲与税・交付金

地方交付税

合 　計

国・県支出金

寄附金

繰入金

　（うち 財政調整基金）

市債
その他（繰越金等）

財政調整基金

地域振興基金

その他基金

実質公債費比率(3ヵ年平均)

将来負担比率

市債残高（一般会計）

合 　計

基金残高合計は、土地開発基金を除いた額

基
金
残
高

寄附市民参画基金
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（５）財政収支見通しの推計方法

【歳　入】

　

 [普通交付税]
　・現行制度が継続されるものとし、過去の決算額をベースに推計
　・市債の元利償還金の増加に対する交付税措置分を見込む
　・令和３年度以降は、合併に伴う算定上の特例措置(合併算定替)終了による
　　一本算定で推計
 [特別交付税]
　・大雪などの特殊事情を除いた過去の決算額から、同額で推移すると見込む

市　債

繰越金

試　　算　　内　　容

諸収入

区　　分

市　税

譲与税・
交付金等

分担金・負担金
及び

使用料・手数料

地方交付税

 [個人住民税]
　・生産年齢の人口減少は見込まれるものの、再雇用・定年延長や国の経済
    財政試算から、ほぼ横ばいで推移することを見込む
 [法人住民税]
　・均等割は、企業誘致等の増収により、各年度0.3％の微増を見込む
　・法人税割は、税率引下げの影響により、令和２年度から令和３年度は減収、
　　令和４年度以降は、0.2％前後の微増で推移することを見込む
 [固定資産税]
　・土地は、毎年の下落修正で1.0％減、令和６年度以降は0.5％減を見込む
　・家屋は、３年毎の評価替(令和３年度・令和６年度予定)による減収を加味
　・償却資産は、近年の平均推移から1.5％増を見込む
　・交付金は、近年平均推移から2.0％減、令和６年度以降は1.0%減を見込む
 [軽自動車税]
　・平成２８年度の新税率適用により微増を見込む
　・令和３年度取得車両からはグリーン化特例(軽課)の対象範囲が縮小される
　　ため、令和４年度以降は種別割の微増を見込む
 [たばこ税]
　・喫煙者の減少は見られるが、税率改正等により横ばいと見込む
 [入湯税]
　・ほぼ横ばいで推移することを見込む

　・地方譲与税及び各種交付金は、令和元年度決算見込額から推計
　・地方消費税交付金は、令和元年１０月からの消費税率引上げに伴う影響を
　　見込む
　・法人事業税交付金は、令和２年度からの交付を見込む

国・県
支出金

繰入金

　・現行制度が継続されるものとして推計
　・社会保障関連事業及び普通建設事業に係る国・県補助金については、事業費
　　見込額を勘案して推計

　・過去の決算額等から推計（幼児教育無償化に伴う給食費実費分を含む）

　・地域振興基金、寄附市民参画基金及びまちづくり整備基金は事業への活用分
　　の繰入れ、財政調整基金は、歳入歳出差引不足額の調整分の繰入れを見込む

　・決算で生じた剰余金のうち、翌年度の歳入とするもの（形式収支）

　・過去５か年の対前年度伸び率のうち最高値と最低値を除外した平均伸び率を
　　用いて推計
　・令和元年１０月からの幼児教育無償化による保育料の減収を見込む
　　（公立保育所使用料：使用料の減、私立保育所使用料：負担金の減）
　・受益者負担となる使用料及び手数料は、令和３年度以降、見直しによる影響
　　額を加味して推計

　・計画期間中に予定する普通建設事業に対する各年度の発行予定額を見込む
　・普通交付税の代替措置とされる臨時財政対策債は、制度が継続されるもの
　　として、ほぼ同額の発行を見込む
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【歳　出】

　

補助費等
　・負担金は、一部事務組合の整備計画等による財政計画に基づき推計
　・企業会計への補助金は、過去の決算額をベースに、各会計の事業計画及び
　　起債の償還等の将来見通しに基づき推計

区　　分

物件費
　・需用費及び委託料は、過去５か年の対前年度伸び率のうち最高値と最低値を
　　除外した平均伸び率を用いて推計
　・令和元年１０月からの消費税率引上げ分を見込む

人件費

　・老朽化が進む幼保園の改修整備事業費を見込む
　・農業関連の県営事業負担金を見込む
　・インフラ長寿命化事業の所要額を見込む
　・小学校の大規模改造事業は、平準化した事業計画により事業費を見込む
　・公共施設等の老朽化対策のための所要額を見込む
　・「第二次坂井市総合計画」に基づく事業費は、優先度の高い事業から実施
　　するものとして、毎年度、枠配分で一定の所要額を見込む

積立金 　・積立金は、各年度の基金運用益や余剰財源等を積み立てるものとして推計

　・市債の既発行分の元利償還額に、臨時財政対策債や合併特例事業債等の新規
　　発行見込分の元利償還額を加算して推計

試　　算　　内　　容

繰出金

　・国民健康保険事業及び後期高齢者医療事業への繰出金は、各会計の事業計画
　　による将来の見通しに基づき推計
　・介護保険事業繰出金は、年齢別人口推計から、高齢化の進展による対象者数
　　増加を見込む

扶助費

　・現行制度が継続されるものとして推計
　・過去５か年の対前年度伸び率のうち最高値と最低値を除外した平均伸び率を
　　用いて推計
　・老人福祉費では、老年人口の増加を見込む

　・人件費は、行政委員・職員の人数と過去の決算額の平均値から推計
　・職員数は、定員適正化計画に基づき試算し、現計画の期間終了後（令和４年
　　度以降）は、退職見込数と採用見込数から推計
　・再任用職員数は、退職者数等から推計
　・非常勤職員の人件費は、令和２年度の会計年度任用職員制度への移行を反映
　　して推計

投資及び出資金
・貸付金

維持補修費
　・過去５か年の対前年度伸び率のうち最高値と最低値を除外した平均伸び率を
　　用いて推計し、更に老朽化施設修繕分の伸びを見込む
　・令和元年１０月からの消費税率引上げ分を見込む

公債費

投資的経費

　・投資及び出資金は、過去の決算額をベースに推計し、貸付金は、中小企業
　　事業振興資金預託金及び生活安定資金預託金等の過去の決算額から推計
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３　財政健全化への取組み方針

　

（１）歳入の確保

（２）歳出の合理化・重点化

　※ ＲＰＡ：Robotic Process Automationの略語で、認知技術(ルールエンジン・人工知能等)を
　活用した、業務の効率化・自動化の取り組みのこと。

（３）円滑な財政運営に向けて

　
　企業誘致や観光等の産業振興施策を充実させることにより安定的な雇用を創出するととも
に、交流人口、関係人口の拡大を図り、安定的な税収確保に努めます。

　受益者への負担を考慮しつつ、また負担の公平性に留意しながら、使用料及び手数料の見直
しの検討を進めるとともに、寄附市民参画基金事業の更なる取り組みにより、市内経済の活性
化と寄附額の増加を目指します。

　
　「第二次坂井市総合計画」や総合戦略の着実な推進、地方創生に繋がる魅力ある施策を展開
するため、費用対効果の観点から段階的な既存事業の見直し等により財源を捻出し、事業の重
点化を推進することで、持続可能な財政運営に努めます。

　公共施設の長寿命化については、公共施設等管理計画び個別計画に基づき、施設面積の縮減
並びに施設利用の効率性向上を図り、継続的な経常経費の削減策を講じることにより、また、
事務の合理化やＲＰＡ等の新たな手法の活用による効率化の推進により、財政負担の軽減に努
めます。

　
　財政調整基金については、一定規模を確保しつつ、予算編成時に財源不足が見込まれる場合
は、所要額を取り崩して対応しますが、職員一人一人が常にコスト意識を持って予算の適正か
つ効率的な執行に努めることで、決算剰余金を繰越金として確保しながら、円滑な財政運営に
努めます。

　企業会計では、自立可能な経営の安定化を目指し、また一部事務組合等については、所管す
る部局が、組合等の中長期的な事業計画を掌握して指導・助言を行うとともに、地方公会計に
おける財務書類等により、財政状態、経営成績等の会計情報を把握します。

　各年度において、本計画の財政収支の見通しと予算決算額との間に大きな差異が生じないよ
う、全職員が財政状況を共有し、市民満足度の高い事業の推進と健全な財政運営に努めます。

　令和６年度までの収支見通しについては、次のとおりです。

　歳入の根幹となる税収は、生産年齢人口の減少や法人税率の引下げ等のマイナス要因はある
ものの、企業誘致等による雇用の創出や固定資産の増加、北陸新新幹線の開業効果等のプラス
要因を見込み、計画期間内は、横ばいで推移する見通しです。
　
　歳出では、人件費は、非常勤職員の会計年度任用職員制度への移行、公債費は、普通建設事
業等の財源としてきた合併特例事業債等の償還、扶助費は、老年人口の増加などの影響によ
り、義務的経費は増加していく見通しです。
　
　また、基金については、財政調整基金の確保を優先する中で、合併の特例措置により造成し
た地域振興基金や、まちづくり整備基金、寄附市民参画基金を有効活用していくため、令和６
年度末の基金総額は、令和元年度末と比較して約１５％ほど減少する見通しです。
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《財政収支見通し性質別明細》

Ｈ30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度
決算 見込 推計 推計 推計 推計 推計

19,623 20,001 19,949 19,530 19,834 20,091 20,042
構成比 48.4% 43.2% 44.6% 47.7% 48.1% 48.5% 48.4%

市税 12,658 12,600 12,501 12,450 12,523 12,619 12,597
分担金・負担金 688 584 470 489 507 527 547
使用料・手数料 747 614 502 513 515 515 517
財産収入 105 70 72 72 72 72 72
寄付金 556 926 1,200 1,000 1,000 1,000 1,000
繰入金 1,698 1,859 1,834 1,512 1,812 2,312 2,358
繰越金 1,312 1,335 1,035 1,258 1,169 1,015 920
諸収入 1,859 2,013 2,335 2,236 2,236 2,031 2,031

20,932 26,309 24,805 21,433 21,439 21,319 21,354
構成比 51.6% 56.8% 55.4% 52.3% 51.9% 51.5% 51.6%

地方譲与税 324 311 337 337 337 337 338
交付金 1,918 2,060 2,220 2,430 2,434 2,438 2,440
地方交付税 7,119 7,349 7,449 7,528 7,690 7,862 7,992
国・県支出金 7,150 7,998 7,946 7,633 7,782 7,822 7,843
市債 4,421 8,591 6,853 3,505 3,196 2,860 2,741

40,555 46,310 44,754 40,963 41,273 41,410 41,396

16,080 15,801 17,897 18,387 18,818 19,314 19,380
構成比 41.1% 34.8% 41.1% 46.2% 46.7% 47.7% 47.9%

人件費 5,308 5,104 6,544 6,669 6,696 6,743 6,747
扶助費 7,256 7,248 7,387 7,655 7,934 8,224 8,526
公債費 3,516 3,449 3,966 4,063 4,188 4,347 4,107

5,788 8,069 8,171 4,121 3,979 3,498 3,133
構成比 14.8% 17.8% 18.8% 10.4% 9.9% 8.6% 7.7%

 その他の経費 17,276 21,481 17,428 17,286 17,461 17,678 17,926
構成比 44.1% 47.4% 40.1% 43.4% 43.4% 43.7% 44.3%

物件費 5,674 6,448 5,483 5,576 5,669 5,767 5,868
維持補修費 243 271 291 314 329 341 359
補助費等 6,477 9,485 6,048 6,053 6,137 6,205 6,294
積立金 1,456 1,881 2,019 1,719 1,719 1,719 1,720
投資・出資金 175 192 191 255 200 200 200
貸付金 488 419 413 420 420 420 420
繰出金 2,763 2,785 2,983 2,949 2,987 3,026 3,065

39,144 45,351 43,496 39,794 40,258 40,490 40,439

1,411 959 1,258 1,169 1,015 920 957

（単位：百万円）

 義務的経費

 投資的経費

合　　計

形式収支（歳入－歳出）

歳
　
　
　
出

区　分

歳
　
　
　
入

 自主財源

 依存財源

合　　計
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《歳入・歳出額の推移》

（１）歳入額の推移

（２）歳出額の推移

12,600 12,501 12,450 12,523 12,619 12,597

2,371 2,557 2,767 2,771 2,775 2,778

7,349 7,449 7,528 7,690 7,862 7,992

7,998 7,946 7,633 7,782 7,822 7,843

926 1,200 1,000 1,000 1,000 1,0001,859 1,834 1,512 1,812 2,212 2,2582,013 2,335 2,236 2,236 2,031 2,031

8,591 6,853

3,505 3,196 2,860 2,741
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市税 譲与税・交付金等 地方交付税 国・県支出金 寄附金 繰入金 諸収入 市債 その他

繰入金

諸収入

5,104 6,544 6,669 6,696 6,743 6,747

6,448
5,483 5,576 5,669 5,767 5,868

7,248 7,387 7,655 7,934 8,224 8,526

9,485
6,048 6,053 6,137 6,205 6,294

8,069

8,171
4,121 3,979 3,498 3,133

3,449

3,966

4,063 4,188 4,347 4,107

1,881

2,019

1,719 1,719 1,719 1,720

2,785
2,983

2,949 2,987 3,026 3,065

882

895

989 949 961 979
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操出金

百万円
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人件費

扶助費

投資的経費

公債費

国・県

支出金

地方

交付税

市税

市債

補助費等

物件費

積立金

その他

その他

譲与税等

45,351
43,496

39,794 40,258 40,490 40,439

46,310
44,754

40,963 41,273 41,410 41,396

寄附金
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《市債残高の推移》

《主な基金残高の推移》

   普通交付税の代替措置である臨時財政対策債の発行に加え、国営かんがい排水事業負担金、

コミュニティセンター等の公共施設や庁舎整備に伴う合併特例事業債の活用により、市債残高は増

加していますが、令和２年度をピークに、令和３年度以降は普通建設事業の事業量に比例して減少

していく見込みです。

　 合併時に造成した地域振興基金は、市民相互の連携の強化及び地域振興等に資するため、まち

づくり事業や産業・観光の振興などの地域振興に活用してきました。

　 公債費等の義務的経費は増加する見通しですが、不測の財政需要に備え、一定規模の基金は

必要であり、財政調整基金については、標準財政規模10％以上の残高の確保に努めます。

8,007 7,259 6,710 6,569 6,509 6,813

27,787 31,869 32,375 32,067 31,141 29,856

17,829
17,614 17,311 16,959 16,628 16,394

0

10,000

20,000
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R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

通常債 合併特例債 臨時財政対策債

3,043 3,044 3,045 3,046 2,747
2,348

1,137
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整備基金

その他基金

百万円

百万円

地域振興

基金

財政調整

基金

臨時財政

対策債

通常債

56,742 56,396 55,595 54,278
53,063
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参画基金

7,020 6,939

6,358

5,734

53,623

6,609 6,801
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《第二次坂井市総合計画に基づく主な投資的経費》

１　みんなで未来につなぐまちづくり

＊本庁舎建設事業

２　互いに思いやり支え合うまちづくり

＊幼保園等施設整備事業

＊私立保育所施設整備補助事業

３　学ぶ意識を支えるまちづくり

＊小・中学校管理事業（ＩＣＴ環境整備）

＊小・中学校施設整備事業

＊文化施設整備事業

＊体育施設整備事業

４　自然と共生できるまちづくり

＊サイン整備事業

＊一般廃棄物収集処理事業

５　地域資源を活かし活力に満ちたまちづくり

＊県営事業負担金（農業農村整備）

＊県単農業農村整備事業

＊地域用水機能増進事業

＊農村振興総合整備統合補助事業

＊水産業施設整備事業

＊林道整備事業

＊観光施設整備事業

６　安全で快適な暮らしを支えるまちづくり

＊防災システム整備事業

＊交通安全施設整備事業

＊公営住宅ストック総合改善事業

＊県営事業負担金（道路等）

＊橋りょう長寿命化事業

＊主要市道等整備事業（社会資本整備交付金）

＊道路改良事業

＊公園管理事業

＊駅周辺整備事業

＊新幹線対策事業
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